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４－２　本Ｆ／ＵのＲ／Ｄに基づく成果４－２　本Ｆ／ＵのＲ／Ｄに基づく成果４－２　本Ｆ／ＵのＲ／Ｄに基づく成果４－２　本Ｆ／ＵのＲ／Ｄに基づく成果４－２　本Ｆ／ＵのＲ／Ｄに基づく成果

(１) 複層林技術開発

１) 適正樹種選択

　425ヘクタールの植栽試験地において49樹種の植栽を行った結果、20樹種のフタバガ

キ科樹種を含む23樹種が複層林造成に有望であることを見いだし、本プロジェクトによ

る試験結果及び周辺の自然林や試験地での観察結果なども組み入れて、表４－４に示し

たような成長特性表を作成した。

　成長の早い樹種としてS.leprosula及びS.glaucaがあげられ、遅いものとして

S.bracteolata、Neobalanocarpus heimii、Intsia palembanica、及びGonystylus-

spp.があげられた。また、耐陰性、耐乾燥性、直射光感受性についても評価が試みら

れている。特に、クライマーの被害を受けやすい樹種として８樹種をあげているが、い

ずれも芽が小さくシュートが細く柔らかく、クライマーに引き倒されやすい樹種であ

る。このことは複層林造成の植栽・保育時、特に注意を払う必要があることとして、本

Ｆ／Ｕにおいて初めて指摘されたことである。

　丘陵林における有望樹種は、Shorea parvifolia、S.pauciflora及びS.curtisiiを

選定したが、苗木の都合でわずかな数量しか植栽されなかったS. p l a t y c l a d o sや

S.leprosulaなどもかなり成長が良く有望な樹種と思われた。

　また、平地における裸地植栽では、H.odorataを除き、いずれの樹種でも初期活着が

悪く有望樹種を選び出すことはできなかった。二次林内の列状植栽においては、

S.roxburghii（旧名S.talura)、S.ovalis、S.leprosula、S.glaucaが生存率と成長

において良く、N.heimii、S.bracteolata、S.ovataなどは逆に良くなかった。

　A.mangium林内の列状植栽においては、S.leprosula、S.parvifolia、S.ovalis、

D.cornutus、Intsia palembanicaなどが生存率と成長から判断して有望であることが

実証された。

２) 複層林タイプ比較

　熱帯の有用樹種の多くは乾燥耐性に乏しく、裸地植栽に不向きであるが、樹下・樹

間植栽、すなわち複層林造成によって比較的安全・確実に有用樹種の植林が可能である

ことが確認された。次に、複層林の造成地ごとに記述する。

ａ) 丘陵地（ブキットキンタサイト）

　複層林造成法の違いは明らかになっていないが、斜面地形に対応した生存率や成長

の差が大きいことが明らかになった。例えば、S.parvifoliaは斜面上部、中部では良

くないが斜面下部では他のおよそ倍の樹高成長をするなどの結果が得られている。頻

繁に霧が発生する丘陵林においても乾燥枯死による初期活着の悪さは大きな問題であ
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るので、地形に応じた適木選定が極めて重要である。

　また、下層植生の成長が早いので下刈りは約３か月ごとでも遅い場合があること、

下刈り時の不注意による植栽木の損傷・切断を防ぐために２メートル程度の間隔であ

る一定本数以上の植栽をする方式が良いことが分かった。

ｂ) 平地裸地（チクスＡサイト）

　早成樹との同時植栽方式は、有用樹の初期生存率が悪く、マルチ植栽やタケカゴ被

陰植栽を行ってもなお不成績造林の危険性が高く、有望な造成法とはいえないことが

明らかになった。しかし、二次林を日陰木として利用し、約14メートル（Ｆタイプ）

の植栽幅による方式は、大面積の裸地を作らないので、林地保全の面でも生態系保全

の面でも、合理的で有望な方法であることが実証された。

ｃ) 平地アカシア林地（チクスＢサイト）

　植栽試験の結果、伐開幅にかかわらず、樹高成長に大差がないこと、直径成長では

伐開幅が広いほど良いことが明らかにされた。しかし、生存率は伐開幅が狭いほど良

かった。また、伐開幅が広いほど下刈りが長期間かつ頻繁に必要なこと、伐開幅が狭

いと植栽木の成長に伴い、上木の枝打ちや伐採を早い時期に頻繁に行う必要があるこ

となどが分かった。

　これらの結果を総合的に判断すると、Ａタイプのように樹下植栽的ではない、Ｃタ

イプ及びＤタイプのような約15～27メートル幅の小面積皆伐地の繰り返し型が生存率

や成長が比較的良好で、有望な造成法であることが実証された。このような、規則的

に造成する方法は、画一的な作業を行うのに適しており、有用樹のみならず被陰木の

除間伐も比較的実行しやすいという利点があり、植林初期段階での評価として、優れ

た複層林造成法といえる。

(２) 複層林経営モデル策定　

１) 造林コスト算出

　経営モデル作成のためには、基礎になる造林・保育作業のコストの算出が必要であっ

た。このため、プロジェクトでは、現地で実施した造林関係の請負価格を基にペラ州森

林担当者等からの聞き取りによる造林経費を参考に１ヘクタール当たりの造林経費を試算

した（表４－５)。なお、1999年５月現在、１米ドルは約3.8ＲＭ（リンギット）であった。

　経費は、天然林とその他のタイプの森林（天然二次林、アカシア・マンギウム人工

林、ゴム林）とでは植生や地理的条件が異なることから、天然林とその他のタイプ（便

宜的に人工林とする）に分けて試算した。このとき、天然林の場合はブキットキンタサ

イトの請負価格を、人工林の場合はチクスＡ、Ｂサイトの請負価格を基にしている。





－39－

表４－５ 造林経費表 (ＲＭ/ha）

作業種 人工林 天然林
（植栽本数450本/ha）（植栽本数450本/ha）

地ごしらえ 450 675

地ごしらえ（二次林、伐採費を含む） 1,500 -

苗木代 1,350 1,350

苗木輸送代 450 675

植付 450 675

下刈 270 400

つる切り 270 400

除伐 675 1,000

保育間伐（抜き伐り） 675 1,000

注１：下木の植栽面積は複層林対象地の50％としている。
注２：上表の経費は0.5ha（実作業対象面積）当たりの価格である。

　造林経費のほかに、マレイシア国内で実際に複層林経営をするにあたり必要と思われ

る経費として、森林地の賃貸借（リース）料があり試算した（表４－６)。

　マレイシアにおいて、森林地の価格と立木（天然木、アカシア・マンギウム、ゴム木

等）価格を補償すれば、森林の買収ができると考えられるが、この場合、補償（買取）

価格が高く林業経営として現実的ではない。このためリース料は、用途のない天然二次

林、収穫する見込みのないアカシア・マンギウム人工林、放棄されたゴム園について、

貸借契約が可能と想定して試算されている。

　天然林と天然二次林のリース料は、各々の伐採権取得に必要な金額（Premium）とそ

の利息（20年間）を勘案して試算されている。アカシア・マンギウム人工林の場合は、

造成経費（植林費及び保育費）とその利息（15年間）を勘案して算出されている。ゴム

園の場合は、ゴム木を立木販売することにより収入を得ることができることから、アカ

シア・マンギウムの立木販売価格とリース料を勘案して試算されている。

表４－６　賃貸借(リース）料

天然林 天然二次林 アカシア・マンギウム人工林 ゴム園

賃貸借(リース）料 3,600 1,800 4,000 5,200

注：1999年５月現在、1米ドルは約3.8ＲＭ（リンギット)。
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　プロジェクトでは、このほかの支出経費として林道経費についても試算した（表４－

７)。天然林については、ブキットキンタサイトの実績により、作業道作設費と林道等

維持費を試算している。また、人工林（天然二次林、アカシア・マンギウム人工林、ゴ

ム園（林））については、複層林造成時に必要な林道、作業道が作設されていると想定

し、経費は維持費のみとしている。

　このほか、間接費（税金、雇人費）を支出の10％、ロイヤリティーは販売材積１立法

メートル当たり10リンギットとしている。

　これらの支出経費は、各々のタイプの経営モデルの収支試算の因子として活用され

ている。また、造林経費、林道、作業道の経費以外の支出については、チクス等の複

層林造成過程より得られるものではないが、現実的には十分想定できるものであり、

経営モデルの因子とすることは重要であると考えられる。

表４－７　林道経費

チクス ブキットキンタ

作業道作設費 - 3,500

林道等維持費 50 210

２) 収穫予想表作成

　プロジェクトでは、複層林経営モデルの収入を試算するうえで必要な郷土樹種ごとの

収穫予想表を、松村短期専門家作成（1996年）の既存のShorea 属樹種のものに基づき

作成した（表４－８)。新たな収穫予想表は、チクス地区の造林木成長データの結果に

より、樹高成長速度に応じて４つに分けられている。樹種は、プロジェクトの活動を通

して有望と選定された23樹種としている（表４－９)。

　また、タイプ別の経営モデル作成にあたっては、アカシア・マンギウムとゴム木の収穫

時の利用材積も必要なことから、プロジェクトでは立木価格表（ボーハン、1999年、｢３）

木材価格調査」で記述）から１本当たりの材積を換算し、材積表を作成した（表４－10)。

　これらの表のデータは、経営モデルの因子となっている。また、ペラ州森林局では、

郷土樹種の収穫予想表を作りそれに基づいて施業をするということは、プロジェクト開

始以前にはなかったことである。本表の作成は、経営モデル作成の因子とするほかにペ

ラ州の森林行政にとっても大きな成果であるといえる。

　なお、郷土樹種収穫予想表については、チクス地区の造林木のデータを基にしている

ので本表を用いる場合、山岳林では多少割り引くなどの点に留意する必要がある。
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３) 木材価格調査

　プロジェクトでは、複層林経営モデルに必要な立木価格を算出するため、木材価格の

市場調査をマレイシア国内の農林業環境コンサルタントのボーハン・ビン・モハメド氏

に委託して行った。調査は、プロジェクトで選定された2 3 樹種のほかS h o r e a

platyclado（Meranti Bukit)、Koompassia malacensis（Kempas)、Acacia mangium、

Hovea brasilensis（ゴム木）を加えた27樹種について、ペラ州とその周辺の州内の

製材工場へのアンケート等や既存のデータを基に進められた。これらの調査活動によ

り、立木価格表を作成した（表４－11)。プロジェクトではこの立木価格表を基に、経

営モデルに必要な立木価格（表４－12）を算出した。
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４) 複層林経営モデル

　プロジェクトでは、チクス、ブキットキンタでの活動で得られた造林経費やその他

想定される支出経費、木材価格調査で得られた立木価格等に基づき、複層林経営モデル

を作成した。本モデルは、企業採算性を意識して作成されている。したがって、施業

方法の設定についても、より経済性の高いものを想定しているので、必ずしもチクス、

ブキットキンタにおける造林地の施業方法とは一致していない。

　複層林経営モデルは、具体的にはプロジェクト最終報告書（本編、造林マニュアル

編、複層林経営モデル編）のうち複層林経営モデル編の収支試算表（バランスシート）

を指している（各タイプの代表的なものについて表４－13として添付)。本モデルは天

然林、天然二次林、アカシア・マンギウム人工林、ゴム園の４つのタイプの森林ごと

に、それぞれ初年度に立木補償費を含む森林地リース料を一括して支払い、郷土樹種を

主伐するまでの期間の内部収益率（ＩＲＲ）を計算し、内部収益率の良い植栽郷土樹種

の組み合わせを代表的なモデルとしている。本モデルでは、造成する複層林の姿として

上木と下木がそれぞれ一層ずつの二段林を想定している。このため、複層林造成時の下

木の植栽面積は対象地の50％となっている。また本モデルは、樹下に郷土樹種を植栽

し、複層林に誘導していくために必要な造林経費等の支出、立木販売等による収入を各

年度ごとに示し、一覧表としてまとめており、いつ、どのような作業が必要か、それに

よる収入支出は幾らかということが一目で分かるようになっている。

　現実には民間企業がこのモデルを参考にして、独自のモデルを作成するものと考えら

れる。本モデルはプロジェクトの活動を通して得られたデータを因子としたシミュレー

ションとして、複層林経営のイメージをより具体的なものとしてとらえることのできる

ものとして仕上がっている。

　しかし、実際にはすべてを通読する読者は少なく、必要な部分を取り出して使える

ような工夫をすれば、より使いやすいものになると考えられる。また、複層林経営モ

デルを図示するなど、林業技術者以外の人にも理解しやすくすることも融資のプロモー

ション戦略上重要であると考えられる。
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　なお、現在、プロジェクトでは複層林造成箇所、植栽樹種の選定、収穫のサイクル、

環境への影響、配慮についてのチェックリスト（フローチャート）を作成中であり、プ

ロジェクトの期間終了までに完成の見込みである。

　各森林タイプごとの状況については次のとおりである。

ａ) 天然林

　胸高直径が100センチメートル以上の高品質樹種が１ヘクタール当たり２～３本残

されている林分で、これらの高品質樹種を上木とし、列状に伐採された跡地に郷土樹

種を植栽することを想定している。天然林の林齢は特に設定していない。

　植栽郷土樹種の組み合わせとＩＲＲは、表４－14のとおりとなっている。

ｂ) 天然二次林

　半島マレイシアには、他の用途としての見込みがない天然二次林の面積は少なくな

いと考えられることから、天然二次林（５～10年生程度、樹高10メートル以上）を

上木とした複層林を想定し、将来的には郷土樹種のみの複層林に転換する経営モデル

としている。

　植栽郷土樹種の組み合わせとＩＲＲは、表４－15のとおりとなっている。

ｃ) アカシア・マンギウム人工林

　アカシア・マンギウムは心材腐朽という樹病が明らかになり、今後、半島マレイシ

アで、造林地の拡大や木材市場価格の安定的な推移は難しいと考えられる。このた

め、伐期に達したアカシア・マンギウム（15年生、20メートル程度）を上木とした

複層林を想定し、将来的には郷土樹種のみの複層林に樹種転換する経営モデルとして

いる。

　植栽郷土樹種の組み合わせとＩＲＲは、表４－16のとおりとなっている。

ｄ) ゴム園（林）

　近年の天然ゴム価格の低迷により、放棄ゴム園の面積が増加することが予想され

る。加えてゴム木伐採後ゴム以外の有用樹を植栽している農園もあり、今後は、ゴム

園（林）から郷土樹種への林種転換が促進されることが考えられる。

　このため、ゴム園においてはゴム木を30年程度の周期で植え換えていることから、

将来的には郷土樹種のみの複層林に転換する経営モデルとしている。

　植栽郷土樹種の組み合わせとＩＲＲは、表４－17のとおりとなっている。
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(３) その他の成果

１) 挿し木苗施設の導入

　フタバガキ科等の郷土樹種による複層林造成にあたっては、同樹種の苗木の安定供給

が必要である。しかし、フタバガキ科の樹種は開花・結実が非定期に見られ、かつ、種

子の安定的な確保とその保存が困難で、実生苗の供給には限界があるのが現状である。

　本プロジェクトにおいては、当初から山引き苗も含めて種子収集に力を注ぎ、プロ

ジェクト開始後数年で約50樹種、約30万本（いずれも最盛時）の苗畑におけるストッ

クを実現した。しかしながら、種子収集の労力は甚大であり、特定の植栽時期にあわせ

て必要な樹種の苗木を必要量用意することは極めて困難である。

　一方、挿し木増殖が困難とされていたフタバガキ樹種においても、近年、数樹種にお

いて高い発根率で可能となる技術が開発された。Ｆ／Ｕフェーズに入り、マレイシア側

からの要請もあったことから、プロジェクトでは挿し木によるフタバガキ科樹種の苗木

生産のために挿し木苗施設を導入した。

　同施設は、ビドールのプロジェクト事務所構内に設置された。床面積100平方メート

ル、高さ７メートル、施設内に設置したセンサーにより設定以上に温度が上がると自動

的に散水し、施設内の温度を調整できる。挿し木は、透明なプラスチックケースで密封

されたマルチチャビトレーに挿しつけられている。

　1999年５月現在、Shorea roxburghii（旧名S.tarula）及びS.Leprosulaの２樹種、

約5,000本の挿し木苗が育苗されている。

２) アカシア・マンギウムの集団枯死の原因

　チクスのアカシア・マンギウム人工林で、造林木のアカシア・マンギウムが集団的

に枯死しているのが発見されたため、短期専門家による現地調査及び病原菌の分離を

行った（伊藤進一郎、1999年)。調査は、プロジェクト内の被害発生地、無被害地のほ

か、ペラ州森林局の複層林でも行った。調査内容は、被害木の分布と被害程度、病虫獣

害の調査、土壌調査、植生調査、土壌菌のトラップ調査などである。

　被害地において、病虫獣害の発生状況について調査を行った結果、土壌病害の原因と

考えられる子実体が多数採取された。それは、red root rot diseaseの病原体である

Ganoderma philippii（＝G.pseudoferreum）と同定された。また、被害木の根の表面

は、この病気の特徴である赤褐色に変色していた。これらのことから、アカシア・マン

ギウムの集団枯死の原因はred root rot diseaseによることが判明した。

　現時点で、この土壌病害の有効的な防除法は知られていないが、プロジェクト及び連

邦森林局ではその対策について検討を始めている。

　また、Shorea leprosula の樹幹傷害が見られたが、調査の結果、樹幹傷害の被害
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は将来的にも深刻な問題にはならないと判断され、当面は継続観察することにした。現

在、被害木のうち、梢端に被害を受けた個体から新芽が伸びてきたものも観察された。

３) 自走式簡易架線集材機による上木伐採試験

　いったん成立した複層林における施業において最も困難な問題は、上木の伐採・搬

出方法と時期である。上木を疎開し下木を植栽する場合、下木にとっては植栽時が一

番明るく、時間とともに残された上木の枝葉の繁茂により暗くなり、成長低下の原因

となるので、下木の成長が大きく阻害されない時期までに上木の枝打ち又は伐採（受光

伐）を行う必要がある。また、上木が収穫対象の場合にはいつかはそれを伐採する必要

がある。この上木の伐木・搬出の際に、無秩序な作業を行えば、せっかく育てた下木が

損傷する。したがって、可能な限り下木の損傷が少ない方法をとる必要がある。そこ

で、高能率・低コスト・低下木損傷の上木伐採・搬出技術を開発するために、本試験を

計画し実行した。試験区の位置は図４－９に示した。

　Ｂ92内のアカシア・マンギウム林において、1995年にバックホーにより伐採木の伐

倒方向を制御し、搬出に農業用トラクターを使用した上木伐採試験を実施したところ、

この方法が下木の損傷率を低く抑える方法として有効である（下木の損傷率：Ｃタイプ

で1.5％）ことが明らかになった（短期専門家・澤口勇雄)。しかし、工程は2.2立方

メートル／人／日で伐採等の経費は掛かり増しになり、また、傾斜がある山岳林での

バックホーの採用は困難であると考えられた。

　そこで、Ｂ92の東西列の12か所のプロットを用いて1997年11月～1998年９月に、我

が国において主に間伐材の搬出時に使用されている自走式簡易架線集材機による方法を

検討したところ、集材機本体に装備されているウインチにより伐採木の伐倒方向を制御

できることが明らかになった。このことから、自走式簡易架線集材機を使った上木伐採

技術の開発試験を行うこととなった。

　試験対象地は、当初ペラ州森林局のグノンブサオの複層林を試行試験地とし、次いで

チクスフォレストリザーブ内のプロジェクト・サイトＢブロック（図４－９斜線部）

で、①時間観測による工程調査、②伐採、搬出により損傷を受けた下木の本数調査、

③上木伐採前後のジアゾ感光紙を用いた林内の相対照度の測定、④伐採前後の下木の成

長の測定、⑤上木伐採予定木の立木材積調査、⑥試験期間中の作業員の労賃・集材機の

燃料代・修理代等の経費、について調査を行った。

　試験の結果、集材機による伐採、搬出では、下木の損傷も少なく（下木損傷率14

％)、伐採直後の強い光環境のなかでも生存率は大きく下がっていないことが明らかに

なった。工程の面では、作業員がタワーの設置や集材機の操作に不慣れだったことか

ら、バックホーとトラクターによる作業よりも低い結果（0.55立方メートル／人／日）
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が出た。これは日本における実績の約20％でしかないが、マレイシアにおいて架線集材

が一般化していないことを考えると、習熟により向上は可能と考えられる。また、丘

陵・山岳地においても応用可能であることから、アカシア・マンギウムを上木とした複

層林において上木伐採を行う場合、同集材機による方法は有力な選択肢の１つと判断で

きよう。

４) 気象データの収集（チクス苗畑、ビドール事務所）

　日射量、気温、湿度、雨量、風速、風向などの気象観測を、ブキットキンタ（ブロッ

クＤ)、チクス苗畑、及びビドール事務所構内で行っている。チクス苗畑では落雷によ

る破損機器交換のため1997年５～12月の間、ビドール事務所では1997年５月に約半月

間、1998年８月に約１か月間、同12月に約３日間の欠測が生じているが、それぞれ貴

重な実測データの集積が進んでいる。

４－３　今後の課題４－３　今後の課題４－３　今後の課題４－３　今後の課題４－３　今後の課題

(１) 適正密度

　フタバガキ樹種などを造林する目的は、できるだけ大径木を収穫することにあると思わ

れる。このことを前提とすれば、収穫時点でちょうど樹冠がうっ閉する密度が最良な立木

密度となろう。仮に樹冠直径が20メートルとすれば、約25本／ヘクタール、10メートルと

しても約100本／ヘクタールである。単純に考えて、収穫時にほぼ均等に分布していれ

ば、この立木本数で土地面積当たり最多収穫が期待できるわけである。いい換えれば、収

穫時の樹冠直径が20メートルになる樹種は、20メートルごとに１本残っていれば良く、10

メートルのものでも10メートルおきに１本で十分ということになる。たくさん残っていれ

ば、かえって保育時に密度調整のために余分な伐採の手間がかかる。

　したがって、我が国の無節、通直、完満材を生産目標としたスギ、ヒノキ人工造林のイ

メージで考えることなく、適正な密度で主伐まで残るような植え方、保育の仕方を確立す

ることが、今後は重要である。そのためには、樹種ごと立地ごとの密度管理図の作成が必

要になろう。そのうえで、保育管理のしやすい方法、例えば小群状植栽法など、適正植栽

配置などの再検討を行う必要があろう。

(２) 植栽樹種

　本プロジェクトでは、下木にフタバガキ樹種を主体とした有用樹種を主に用いてきた

が、主伐まで30年、50年といった長期にわたることが、大きな林業経営上の欠点としてあ

げられる。一方、熱帯には収穫までにフタバガキ科樹種のように長期間を要しない有用樹

種が多く存在する。このような有用樹種は、フタバガキ科樹種と同様に、これまで天然林
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から必要な樹種の材を必要な部分だけ収穫・利用するということが多く、資源として枯渇

し始め、あるいは利用不可能な状況に陥っている。

　例えば、マメ科のPericopsis属の樹種はマホガニー材に優り、チーク材とほぼ同等な

利用価値があるといわれているにもかかわらず、もともとわずかな天然林からの略奪的伐

採に供給を頼り、既に先進国の市場にはほとんど出回っていない（ワシントン条約に記載

された種もある)。また、Endospermum malaccerse（Sendok sendok、セセンドック）

は、熱帯早成樹の代表的なマカランガー樹種であるが、材は細工材などに広く使われてい

る。さらに、Pentaspadon motleyi（Pelong lichin、ホワイトペロン）は、年直径成

長２センチメートルの記録もあるほど成長の早い陽性の二次林優占種ともなり得る樹種で

あるが、室内構造材・床材・額縁材などに利用されている。

　このような有用樹種が熱帯には豊富に存在する（していた）が、その成長特性・適地も

十分に把握されていないばかりか、発芽特性、苗木生産方法も十分に解明されておらず、

人工造林の経験も皆無に等しい。林業経営上有望と思われる樹種でも、利用にあたっての

樹種特性すら分からない樹種も極めて多い。

　投下資本の早期回収という視点では、合板や建築構造材以外の利用も当然ながら考える

必要があり、これら換金性の高い熱帯早成樹の造林手法開発は、今後の重要な技術開発目

標である。

　すなわち、国力に余裕の少ない熱帯開発途上国において、回収に長期を要する投資は期

待することに無理があり、また、我が国・現地を問わず民間活力を期待するのであれば、

既存の油ヤシ経営など、既存に匹敵する程度の収益性が期待できるミニローテーション林

業、多目的少量生産林業を実現できる方法を提示することが必要であるからである。

　このことを実現するためには、目的にあった樹種を選択すること、苗木増殖法を開発す

ること、それを用いた適正な施業方法を開発することなどを実証することが必要である。

しかし、苗木準備に関してだけでさえ、これまで天然林から利用できる部分を切り出して

きただけであり、育てた経験のない樹種が大半であるので、いつ種子が採取できるのか、

その発芽方法は、育苗方法は…等々、分からないことだらけである。一つ一つ解明しなが

ら、実証データを集積することが必要で、このようなことを現地で実証することが今後は

必要であろう。

(３) データの保存・引き渡し

　本プロジェクトでは、比較的大きな規模で植林を行い、これまで困難と思われていたフ

タバガキ科樹種の人工造林が可能であることを実証した。この間の植栽方法、保育方法な

どを含めた成長経過データは、現時点の成功例のみならず失敗例についても、後年の成長
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解析を有意義に行うために極めて重要である。

　本Ｆ／Ｕ終了後、新規プロジェクトが開始される場合には、生データの引き渡しは特に

重要である。しかし、その受け渡しが現地で行えない場合に備えて、気象データ等も含め

た成長データ等について、デジタル記録物と印刷物を簡易製本し、マレイシア側にはペラ

州森林局、日本側ではＪＩＣＡ本部及び森林総合研究所の短期専門家としての派遣経験者

に寄贈・保管依頼することなど、将来利用に備えた対応が必要であろう。
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５．今後の展望５．今後の展望５．今後の展望５．今後の展望５．今後の展望

　従来、熱帯地域においては、アカシア及びユーカリ等の早生樹の造林技術開発は活発に行われ

てきたが、フタバガキ科との組み合わせによる複層林の技術開発はほとんど実績がなかった。

ＣＯ2固定のための造林に対する民間企業の関心の高まりとともに、持続的かつ環境に配慮した複

層林施業技術のニーズは今後高まることが予想されるため、本実証調査により収集・策定された

複層林の成長データ、複層林経営モデル等は、当該地域において造林を展開するにあたり、非常

に重要な資料になると思われる。

　本実証調査で開発された熱帯地域における複層林施業技術が、民間企業による造林で導入さ

れ、持続可能な木材生産及び環境保全に資するためには、次の点について考慮する必要がある。

(１) 本実証調査の成果の普及

　本実証調査の成果を造林関係者が利用しやすい形にまとめ、広く関係者に提供すること

が重要である。このための取り組みとして、本実証調査では、次の活動を実施中、あるい

は今後実施予定である。

・複層林経営モデル及びフタバガキ科の樹種特性解説を含めた造林マニュアルの作成

（実施中）

・イポー（チクス試験林視察を含む）における複層林セミナー（本調査終了時セミ

ナー）の開催（1999年８月予定）

＊このセミナーにおいては、在マレイシア民間企業、プレス関係者を含む内外の官

民関係者が出席し、調査最終報告書が配布される予定である。

・複層林施業技術を分かりやすく解説したリーフレットの作成、及び造林関係者が出

席する会議・セミナー等における同リーフレットを利用した広報活動

　（調査期間終了後、本邦において実施予定）

　これらのような活動により、本実証調査の成果が広く官民関係者に浸透し、もって民

間企業による投資に結びつくことが期待される。

(２) 複層林試験地において収集されたデータの継続収集・保存

　本実証調査は、３年間のＦ／Ｕ期間を含め計８年間実施された。一方、フタバガキ科の

伐期は通常30年以上であり、複層林施業技術に関するより精緻な情報を得るためには、本

実証調査地におけるフタバガキ科の成長データ等を引き続き収集することが重要である。

今次調査団がマレイシア側と署名・交換したミニッツの提言部分には、このデータ収集継

続の必要性が記載されており、マレイシア側も本件に関し考慮する旨述べている。また、

本実証調査期間中に収集されたフタバガキ科の成長データ等については、同一のものが本
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邦及びマレイシア側関係機関において保存されることが望ましいが、現在、このデータ等

の共有についても、実証調査専門家により体制が整えられつつある〔前出「４－３

（３）」参照〕。

(３) その他の事項

　本実証調査試験地においては、山火事の発生が問題となったため、日本側の調査費によ

りパトロールの人員を雇用している。調査期間終了後も、マレイシア側により何らかの山

火事防止対策を講じる必要があると思われる。
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